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表－19 再生骨材の抽出試験結果 

 

表－20 試験施工に使用した100％再生混合物の試験結果 

 

 

が分かった。 

また、使用した再生骨材に含まれる旧アスファル

トの針入度は 9 であったが、特殊潤滑油を添加して

製造した 100％再生混合物の回収アスファルトの針

入度は30であり、特殊潤滑油を用いた100％再生混

合物のアスファルト性状は回復していることが分か

った。 

これらのことから、特殊潤滑油は再生骨材の再生

（回復）が可能であるだけではなく、特殊潤滑油を

用いた 100％再生混合物は、再生骨材として再度利

用（再々生化）の可能性も確認できた。 

⑥圧裂試験 

試験施工時に使用した 100％再生混合物をサンプ

リングし、室内で供試体を作製して圧裂試験を実施

した。結果は、圧裂強度 1.23N/mm2、圧裂係数 1.09

であった。表－14に示した配合試験とほぼ同程度の

値が得られていることが分かった。 

(5) まとめ 

試験施工に使用した 100％再生混合物について性

状を確認した結果、配合試験時と同程度な性状が確

認され、設定した製造条件、手順は適切であったと

いえる。製造温度に関しては、初期転圧温度（目標

125℃）が確保できるように、運搬距離や施工季節（気

温）に応じて適宜設定する必要がある。 
また、切り取り供試体により締固め密度の測定を

行ったが、十分な締固め度が確認され、施工条件、

手順は適切であったといえる。敷きならし時に、舗

装表面で一部、混合物の引きずりが確認されたが、

アスファルトフィニッシャのアイロン温度を上げる

ことで改善できる。また、二次転圧（タイヤローラ）

時にヘアクラックの発生が見られたが、転圧時の混

合物温度の低下につれて、ヘアクラックは治まり、

締固め度も十分な値が得られた。 
実施工時には温度管理を徹底することにより、こ

れらの不具合は解消できると考えている。 
従来の舗設と異なり、散水の工程が必要になるが、

均一な散水量が得られるように散水方法については、

今後検討していく必要がある。 
 
4. 今後の課題 

本100％再生混合物については、これまで供用し

た実績がないため耐候性や耐久性は不明である。小

笠原支庁は気温や紫外線などの気象条件が本土より

厳しい条件下にあるため、今回施工した舗装につい

て今後も観察を行い、耐候性の変化やひび割れ発生

等の変状や車両通過による変形が発生しないかどう

か調査を継続する予定である。 

また、今回の配合については、早期の交通開放を

重視し反応補助材添加量を50％としたため、圧裂係

数等が規定値内に入っていない。今後は、交通開放

に必要な強度を確保しつつ、強度発現と反応補助材

の添加量および圧裂係数等の関係を確認し、全アス

ファルト量と反応補助材添加量などの配合の検討を

行い、試験施工箇所の供用状況を確認し、小笠原仕

様を確立していく必要がある。 

さらに、特殊潤滑油は再生骨材の再生が可能であ

るだけではなく、将来的な再々生化の可能性も確認

できたものと考えている。そして、この技術を新し

い再生方法として、都内での応用についても検討し

て行く予定である。

 

19mm 13.2 4.75 2.36 0.6 0.3 0.15 0.075
配合設計時 4.15 100.0 99.4 66.2 52.8 33.7 25.9 18.5 13.7
試験施工時 4.05 100.0 99.0 70.2 56.8 36.9 28.8 21.7 14.2

試料種別
旧アスファル
ト量(％）

粒度（通過質量％）

19mm 13.2 4.75 2.36 0.6 0.3 0.15 0.075
100％再
生混合物

5.38 100.0 100.0 68.5 55.4 34.9 26.8 19.7 13.0

試料種別
アスファル
ト量(％）

粒度（通過質量％）
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7. 共用 FA方式の電線共同溝における特殊部間隔延長に関する検討 
Extension of Interval between Telecommunication Connection Boxes in Common Cable Duct. 

 

                 技術支援課 松村真人 石田教雄 市川吉洋(現 道路管理部) 

 

1. はじめに 

 東京都は、「都市防災機能の強化」「安全で快適な

歩行空間の確保」「良好な都市景観の創出」を目的に、

国や区市町村、電線管理者等と連携して無電柱化を積

極的に推進しており、平成 26 年度には都内全域で無

電柱化事業をより一層展開していくための「東京都無

電柱化推進計画（第７期）」1)を策定した。防災上重

要な路線の整備を推進していくとともに、2020 年の

東京オリンピック・パラリンピック競技大会に向けて、

センター・コア・エリア内の無電柱化を引き続き推進

する方針である。 

 面的に広がりをもった無電柱化の実現には、官民の

関係機関との連携に加え、制度面、技術面における新

たな推進策が必要である。この技術面に関しては、た

とえば、歩車道が一体の生活道路などに対しても適用

可能な電線共同溝のコンパクト化や、施工コスト縮減

の技術・手法が早急に求められている。 

 そこで、平成 26 年度から、建設局道路管理部安全

施設課と東京都土木技術支援・人材育成センターは、

連携して電線共同溝に関する新たな技術の検討を行っ

ている。 

 この年報では、平成 27 年度に通信事業者である NTT

グループの提案に基づき、共用 FA 方式の電線共同溝

における特殊部間隔延長及び共用 FA 管のコンパクト

化等に関する検討を行った結果を報告する。  

  

2. 検討の方針 

 共用 FA 方式の電線共同溝における特殊部間隔と１

径間の分岐数、及び平面線形(交角総和)は「東京都電

線共同溝整備マニュアル」2)に図‐1 のように規定され

ている。 

 今回の技術検討の内容と目標を表-1、分岐部の構成

を図‐2 に示す。都内の歩道には地下埋設物が多く、

特殊部の設置数を減らすことで埋設物の支障移転を減

らすことが可能である。また、平面交角の総和を大き

くすることで、埋設物の回避が容易になり施工性も向

上する。これらのメリットと建設コスト縮減を合わせ

て目指すものとして、共用 FA 方式における特殊部の

間隔延長と径間の交角総和拡大、及び共用 FA 管の管

径縮小について、適用可能な範囲の検証をおこない、

「東京都電線共同溝整備マニュアル」改定の根拠を作

成することとした。 

図‐1現行の基準（東京都電線共同溝マニュアル） 

a. 特殊部の最大間隔・・・70m以下 
b. 分岐数・・・片側接続部から最大6箇所(1径間最大12箇所) 
c. 平面線形（交角総和）・・・120°以下 

※：θ合計＝交角総和 

θ1+θ2+θ3+θ4≦120°θ１　　　

　　　θ２
　　　θ3

θ4　　
特殊部 特殊部

２１ ４ ６５ ５ ４ １２

６

最大　７０ ｍ
内壁 内壁

３ ３
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3. 検討及び検証の方法 

 検討する項目は前項に示すとおり①特殊部間隔②交

角総和③管径縮小したφ100(mm)の共用 FA 管と対応す

る分岐管・引込管、及びこれらに対応する 1 径間の最

大分岐数とし、共用 FA 方式で地上モデル設備を構築

して、上記の設計諸条件を変更しながら、現在使用さ

れているケーブルが断線や破損を起こすことなく引き

込めること、即ち通線可能であることを検証した。 

 検証の手順は、①ボディ管について通線可能な最大

の特殊部間隔と交角総和の組み合わせを確認。②①の

結果を踏まえ、現行規定のφ150(mm)の共用 FA 管で通

線可能な組み合わせを確認。③②の結果を踏まえ、φ

100(縮径)の共用 FA 管で通線可能な組み合わせを確認。

の順とした。 

 

4. ボディ管の通線の検証 

(1) ボディ管ケーブルの牽引および測定方法 

 ボディ管のケーブル通線の検証実験は、実際の工事

を模して、φ200(mm)のボディ管で共同溝のモデルを

地上に構築し、下記の手順でケーブルを管内に引き込

んで牽引する方法で行った。モデルの概略を図-3、図

-4に示す。牽引回数は3回とした。 

①押込み式グラスファイバ製通線器を管路内に通し通

線紐を敷設。 

②通線紐先端とケーブルとケーブルグリップを結ぶ。 

③オプトプーラ(ケーブル牽引機)を使用してケーブル

を牽引。 

④牽引の際、敷設張力をロードセルで連続測定。 

 検証実験時には、下記の項目を確認した。 

①ケーブル敷設時の張力(牽引力)を測定し、ケーブル

図-4 計測部(模式図及びロードセル写真) 

規定等の項目 現行規定 検討(目標)

特殊部の最大間隔　 ７０ｍ 延長（目標１５０ｍ）

平面線形（交角総和） １２０° 拡大（目標１８０°）

１径間の最大分岐数 片側６両側1２ 増加(目標なし)

材料
現行の

仕様・寸法
検討する

仕様・寸法

共用ＦＡ管 φ150 φ100

ボディ管 φ200 or φ250 現行通り

分岐管 φ150×φ75 φ100×φ50

引込管 φ75 φ50

引込分散継手 φ50×2、φ25×2 現行通り

特殊部間隔
延長等に関す

る規定

共用FA管縮
小に関する規

定

表‐1検討の内容 

図‐2分岐部の構成(共用FA方式) 

規定等の項目 現行規定 検討(目標)

特殊部の最大間隔　 ７０ｍ 延長（目標１５０ｍ）

平面線形（交角総和） １２０° 拡大（目標１８０°）

１径間の最大分岐数 片側６両側1２ 増加(目標なし)

材料
現行の

仕様・寸法
検討する

仕様・寸法

共用ＦＡ管 φ150 φ100

ボディ管 φ200 or φ250 現行通り

分岐管 φ150×φ75 φ100×φ50

引込管 φ75 φ50

引込分散継手 φ50×2、φ25×2 現行通り

特殊部間隔
延長等に関す

る規定

共用FA管縮
小に関する規

定

→牽引側

→

送り出し側

計測部

ﾎﾞﾃﾞｨ管（φ200） ※曲線部は牽引側に集約

【交角総和180°の例】=S字カーブ(90°)×2箇所

図-3 モデル設置と牽引の概略(ボディ管) 

【交角総和180°の例】=S字カーブ(90°)×2箇所 

ボディ管(φ200)                 ※曲線部は牽引側に集約 

 

送り出し側 

牽引側

ケーブル巻取り 

牽引・繰出し装置 

(オプトプーラ) 

張力測定器 

(ロードセル) 

ボディ管 45° 

牽引方向 

ごとに設定されている許容値内であることを確認。 

②ケーブルの損傷について、牽引１回目の外被損傷の

確認 

③ケーブル撤去の可否を確認 

(2)  使用するケーブルの選定(ボディ管通線) 

 収納されるケーブルの中で最も単位重量が重く、か

つ許容張力が小さいケーブルを対象とするため、「東

京都電線共同溝マニュアル」に記載されているケーブ

ル種別毎に、下記（式-1）により算出する直線 150ｍ

における理論上の牽引張力を許容張力で除した係数が

最大のケーブルを選定した3)。 

 Ｆ＝μｍｇＬ（式-1） 

 Ｆ：張力（Ｎ） 

 μ：摩擦係数 

 ｍ：単位重量（ｋｇ/ｍ） 

 ｇ：重力加速度（9.8 m /s2） 

 Ｌ：牽引距離（ｍ） 

 計算の結果を表-2 に示す。ボディ管の検証で使用

するケーブルは、幹線メタル(0.65-100 対)とした。

なお、確認のため幹線光の(200 心)、及び幹線同軸の

(12C)より係数が大きく不利な条件となる、共用 FA 管

φ100用の (5C)も使用した。 

 

5. 共用FA管の通線の検証  

(1) 共用FAケーブルの牽引および測定方法 

 ボディ管の検証実験で通線可能であることが確認で

きた間隔の 1/2（最も厳しい条件）の位置において、

共用 FA 管φ150(現行規定)及びφ100(縮径案)でケー

ブル引込の可否を検証した。ボディ管と同様に地上に

モデルを設置し、ケーブルを引込み牽引力の測定を行

った。検証実験のために構築したモデルの概略の例を

図-5 に示す。牽引力の測定はボディ管と同様の方法で

ロードセルにより行った(図‐4、図-6)。 

なお、現行の共用 FA 管の断面積に対する収容ケーブ

ルの占有断面積比は 32%以下という規定があるため、

モデル設備も同様の条件を再現した。また共用 FA 管

の通線の検証実験に当たっては実際の施工と同様にケ

ーブルに対して滑材を使用した。  

(2) 使用するケーブルの選定(共用FA管通線) 

 ボディ管と同様の方法で「東京都電線共同溝マニュ

アル」から検証実験に使用するケーブルを選定した

(表-3)4)。 

共用 FA 管に敷設されるケーブルは、ボディ管のさ

や管内に１管１条で敷設されるものとは異なり、共用

表-2ボディ管ケーブル選定の優先順位計算結果 

ケーブル種別
ケーブル
外径

単位重量
（kg/m）

係数 優先順位

300心 0.33 0.0743 6

200心 0.23 0.0518 7

100心 0.15 0.045 8

0.4-100対 0.51 0.2884 4

0.4-200対 0.9 0.3393 2

0.4-400対 1.7 0.3191 3

0.65-100
対

1.1 0.622 1

幹線同軸 12C 0.2 0.0858 5

幹線光

幹線メタル

45°

図-6 計測部(模式図及び引込部写真) 

現行設計基準範囲 

(分岐数6ヶ所まで) 
今回検証区間 

牽引・繰出し装置 

(オプトプーラ) ケーブル巻取り

引込部 
牽引方向

張力測定器 

(ロードセル) 

共用FA管 

ダミーケーブル敷設

牽引方向

図-5 モデル設置と牽引の概略(共用FA管) 

【交角総和180°、L=75mの例】=S字カーブ(90°)×2箇所 
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3. 検討及び検証の方法 

 検討する項目は前項に示すとおり①特殊部間隔②交

角総和③管径縮小したφ100(mm)の共用 FA 管と対応す

る分岐管・引込管、及びこれらに対応する 1 径間の最

大分岐数とし、共用 FA 方式で地上モデル設備を構築

して、上記の設計諸条件を変更しながら、現在使用さ

れているケーブルが断線や破損を起こすことなく引き

込めること、即ち通線可能であることを検証した。 

 検証の手順は、①ボディ管について通線可能な最大

の特殊部間隔と交角総和の組み合わせを確認。②①の

結果を踏まえ、現行規定のφ150(mm)の共用 FA 管で通

線可能な組み合わせを確認。③②の結果を踏まえ、φ

100(縮径)の共用 FA 管で通線可能な組み合わせを確認。

の順とした。 

 

4. ボディ管の通線の検証 

(1) ボディ管ケーブルの牽引および測定方法 

 ボディ管のケーブル通線の検証実験は、実際の工事

を模して、φ200(mm)のボディ管で共同溝のモデルを

地上に構築し、下記の手順でケーブルを管内に引き込

んで牽引する方法で行った。モデルの概略を図-3、図

-4に示す。牽引回数は3回とした。 

①押込み式グラスファイバ製通線器を管路内に通し通

線紐を敷設。 

②通線紐先端とケーブルとケーブルグリップを結ぶ。 

③オプトプーラ(ケーブル牽引機)を使用してケーブル

を牽引。 

④牽引の際、敷設張力をロードセルで連続測定。 

 検証実験時には、下記の項目を確認した。 

①ケーブル敷設時の張力(牽引力)を測定し、ケーブル

図-4 計測部(模式図及びロードセル写真) 

規定等の項目 現行規定 検討(目標)

特殊部の最大間隔　 ７０ｍ 延長（目標１５０ｍ）

平面線形（交角総和） １２０° 拡大（目標１８０°）

１径間の最大分岐数 片側６両側1２ 増加(目標なし)

材料
現行の

仕様・寸法
検討する

仕様・寸法

共用ＦＡ管 φ150 φ100

ボディ管 φ200 or φ250 現行通り

分岐管 φ150×φ75 φ100×φ50

引込管 φ75 φ50

引込分散継手 φ50×2、φ25×2 現行通り

特殊部間隔
延長等に関す

る規定

共用FA管縮
小に関する規

定

表‐1検討の内容 

図‐2分岐部の構成(共用FA方式) 

規定等の項目 現行規定 検討(目標)

特殊部の最大間隔　 ７０ｍ 延長（目標１５０ｍ）

平面線形（交角総和） １２０° 拡大（目標１８０°）

１径間の最大分岐数 片側６両側1２ 増加(目標なし)

材料
現行の

仕様・寸法
検討する

仕様・寸法

共用ＦＡ管 φ150 φ100

ボディ管 φ200 or φ250 現行通り

分岐管 φ150×φ75 φ100×φ50

引込管 φ75 φ50

引込分散継手 φ50×2、φ25×2 現行通り

特殊部間隔
延長等に関す

る規定

共用FA管縮
小に関する規

定

→牽引側

→

送り出し側

計測部

ﾎﾞﾃﾞｨ管（φ200） ※曲線部は牽引側に集約

【交角総和180°の例】=S字カーブ(90°)×2箇所

図-3 モデル設置と牽引の概略(ボディ管) 

【交角総和180°の例】=S字カーブ(90°)×2箇所 

ボディ管(φ200)                 ※曲線部は牽引側に集約 

 

送り出し側 

牽引側

ケーブル巻取り 

牽引・繰出し装置 

(オプトプーラ) 

張力測定器 

(ロードセル) 

ボディ管 45° 

牽引方向 

ごとに設定されている許容値内であることを確認。 

②ケーブルの損傷について、牽引１回目の外被損傷の

確認 

③ケーブル撤去の可否を確認 

(2)  使用するケーブルの選定(ボディ管通線) 

 収納されるケーブルの中で最も単位重量が重く、か

つ許容張力が小さいケーブルを対象とするため、「東

京都電線共同溝マニュアル」に記載されているケーブ

ル種別毎に、下記（式-1）により算出する直線 150ｍ

における理論上の牽引張力を許容張力で除した係数が

最大のケーブルを選定した3)。 

 Ｆ＝μｍｇＬ（式-1） 

 Ｆ：張力（Ｎ） 

 μ：摩擦係数 

 ｍ：単位重量（ｋｇ/ｍ） 

 ｇ：重力加速度（9.8 m /s2） 

 Ｌ：牽引距離（ｍ） 

 計算の結果を表-2 に示す。ボディ管の検証で使用

するケーブルは、幹線メタル(0.65-100 対)とした。

なお、確認のため幹線光の(200 心)、及び幹線同軸の

(12C)より係数が大きく不利な条件となる、共用 FA 管

φ100用の (5C)も使用した。 

 

5. 共用FA管の通線の検証  

(1) 共用FAケーブルの牽引および測定方法 

 ボディ管の検証実験で通線可能であることが確認で

きた間隔の 1/2（最も厳しい条件）の位置において、

共用 FA 管φ150(現行規定)及びφ100(縮径案)でケー

ブル引込の可否を検証した。ボディ管と同様に地上に

モデルを設置し、ケーブルを引込み牽引力の測定を行

った。検証実験のために構築したモデルの概略の例を

図-5 に示す。牽引力の測定はボディ管と同様の方法で

ロードセルにより行った(図‐4、図-6)。 

なお、現行の共用 FA 管の断面積に対する収容ケーブ

ルの占有断面積比は 32%以下という規定があるため、

モデル設備も同様の条件を再現した。また共用 FA 管

の通線の検証実験に当たっては実際の施工と同様にケ

ーブルに対して滑材を使用した。  

(2) 使用するケーブルの選定(共用FA管通線) 

 ボディ管と同様の方法で「東京都電線共同溝マニュ

アル」から検証実験に使用するケーブルを選定した

(表-3)4)。 

共用 FA 管に敷設されるケーブルは、ボディ管のさ

や管内に１管１条で敷設されるものとは異なり、共用

表-2ボディ管ケーブル選定の優先順位計算結果 

ケーブル種別
ケーブル
外径

単位重量
（kg/m）

係数 優先順位

300心 0.33 0.0743 6

200心 0.23 0.0518 7

100心 0.15 0.045 8

0.4-100対 0.51 0.2884 4

0.4-200対 0.9 0.3393 2

0.4-400対 1.7 0.3191 3

0.65-100
対

1.1 0.622 1

幹線同軸 12C 0.2 0.0858 5

幹線光

幹線メタル

45°

図-6 計測部(模式図及び引込部写真) 

現行設計基準範囲 

(分岐数6ヶ所まで) 
今回検証区間 

牽引・繰出し装置 

(オプトプーラ) ケーブル巻取り

引込部 
牽引方向

張力測定器 

(ロードセル) 

共用FA管 

ダミーケーブル敷設

牽引方向

図-5 モデル設置と牽引の概略(共用FA管) 

【交角総和180°、L=75mの例】=S字カーブ(90°)×2箇所 
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FA 管内に多条敷設されるため、理論上の結果とは異な

る可能性がある。そこで、ケーブル種別毎（光・メタ

ル・同軸のそれぞれ）に１種類の測定を行った。また、

メタルケーブルは、光ケーブル・同軸ケーブルと比べ、

比較的係数が大きいこともあり、0.4、0.65、屋外線

のそれぞれから１種類選定した。 

  表-3 より、共用 FA 管の検証実験に使用するケーブ

ルは、以下の５種類とした。 

① 光8心 

② メタル0.40-200対 

③ メタル0.65-30対 

④ オクソト2対 

⑤ 同軸5C 

なお、共用 FA 管の収容率 32％を再現するため、分

岐管に以下に示すケーブルを入線した。これらは収容

率32%以上の再現以外に選定の意図はない。 

① メタルケーブル 100対 

② 光ケーブル 100心 

③ 光ケーブル 40心 

④ 同軸ケーブル 5C 

 

 6. 通線検証実験の結果 

(1)  ボディ管の検証結果 

 ボディ管ケーブルの通線検証結果を表-4 に示す。ボ

ディ管ケーブル敷設時の外被損傷の確認（１回目）で

はいずれのケーブルにも損傷がなかった。また全ての

ケーブルが撤去できた。実証実験における張力測定結

果の例を図-7 に示す。ここで、検証された交角総和の

条件は、図-1 に示すθ1 とθ2 の和が 45°以内で構成

されるＳ字曲線の場合となる。 

   (2)  牽引ロープの影響の確認 

 共用 FA 管のケーブル通線の検証を行ったところ、

管径φ150、φ100 ともに、交角総和 135°/130m 及び

180°/110m において、共用FA管のオクソト2Pおよび

同軸 5C の計測結果の中で、許容張力を超える結果が

あった。 

 この許容張力を超えた結果は、ケーブルの収容率の

高い区間を通過する際の値であるが、他のケーブルに

比べ許容張力が非常に小さく、牽引ロープ自体の重さ

や太さ等が影響しているものと想定されたため、牽引

ロープ単独の張力測定を実施し、影響度の確認をした

(図-8)。図-8 をみると、オクソト 2P では、起点から

約 20ｍの区間で部分的に許容張力を超えているが、20

ｍ～終点区間は許容張力を下回り、終点付近では約

10N であり、牽引ロープの結果と相似傾向にある。ま

た同軸 5C でも起点から約 35ｍの区間で許容張力を超

表-3共用FA管ケーブル選定の優先順位計算結果 

優先順位

（種別毎）

200心 0.23 0.0518 3

100心 0.15 0.045 4

40心 0.1 0.0391 5

8心 0.06 0.054 1

4心 0.06 0.054 1

2心 0.02 0.0111 6

1心 0.02 0.0111 6

0.4-200対 0.9 0.3393 1

0.4-100対 0.51 0.2884 3

0.4-50対 0.33 0.297 2

0.4-30対 0.23 0.207 4

0.4-10対 0.11 0.1673 5

0.65-100対 1.1 0.622 2

0.65-50対 0.63 0.567 3

0.65-30対 0.43 0.6539 1

6対 0.1 0.1697 3

4対 0.075 0.2068 2

2対 0.04 0.2205 1

7C 0.07 0.1775 2

5C 0.07 0.3902 1

光

メタル
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ケーブル
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ボディ管 交角総和135°/130m：ﾒﾀﾙ0.65-100P（3回目）

図-7 牽引張力測定結果の例

実験に当たって設定した許容張力

標準偏差3σ

標準偏差3σの最大値が設定した許容張力を

下回れば「通線可」とした

近似直線

ロードセルの測定値

(○通線可×通線不可 ハッチ部は検証せず)

表-4 ボディ管の通線検証結果 

特殊部間隔

交角総和

１２０° メタル0.65-100P ○

１３５° メタル0.65-100P ○ ×

光200心 ○

メタル0.65-100P ○ × ×

同軸5C ○

ケーブル種別 110ｍ 130ｍ 150ｍ

１８０°

えているが、35ｍ～終点区間は許容張力を下回り、終

点付近では約 20N であり、牽引ロープの結果と相似傾

向にある。ともに許容張力を超えた区間は測定開始か

ら約 20～30ｍ区間であり、牽引ロープ自体の張力が大

きいことから、牽引ロープの重量が大きく影響してい

ることを確認できる。ケーブルの各単位重量は同軸 5C

が 69g/m、オクソト 2P が 40g/m に対し牽引ロープは

60g/m で、牽引ロープ先端の金具部分を含め、ロープ

の経年変化等により重くなる等の要因を加味すれば、

同軸 5C が牽引ロープと同程度か、より軽いと判断で

きる。従って、同軸 5C を含む牽引ロープよりも軽い

ケーブルについては、ロープの影響を受けない敷設長

の最も大きい終点付近の牽引張力で通線の可否を判断

することとした。 

以上により、共用 FA 管φ150 及びφ100 において図

-8 に示すような測定結果のパターンを示したオクソト

2P および同軸 5C ケーブルは許容張力の範囲内と判断

し「通線可」とした。 

(3)  共用FA管φ150(現行規定)の検証結果 

 ボディ管の検証結果から３パターンに絞って検証し

た、共用 FA 管φ150(現行規定)の通線検証結果を表-5

に示す。ケーブル敷設時の外被損傷の確認（１回目）

ではいずれのケーブルにも損傷がなかった。また全て

のケーブルが撤去できた。  

 (4)  共用FA管φ100(縮径)の通線検証結果 

共用 FA 管φ150(現行規定)の検証結果から共用 FA 管

φ100(縮径)の検証項目を選定のうえ、検証した結果

を表-6 に示す。検証実験は共用 FA 管φ150(現行規定)

の検証実験で使用したケーブルを流用したため、敷設

時の外被損傷の確認は行わなかった。また、共用 FA

管φ100(縮径)の検証実験全てのパターンでケーブル

が撤去できた。  

 なお、共用 FA 管φ100(縮径)について、共用 FA 管

φ100 に分岐管(φ100×φ50)を取り付けるための開孔

治具を試作して分岐管取付の施工性を検証し、問題な

く施工できることを確認した(写真-1)。 

(5) 実験結果の総括 

 ボディ管と共用 FA 管φ150 及びφ100 の検証結果を

(○通線可×通線不可 ハッチ部は検証せず)

※1：共用FA管φ150、φ100を組合せた時の分岐数

※2：前項「牽引ロープの影響検証」により「通線可」とする

特殊部間隔 ケーブル種別 110ｍ 130ｍ 150ｍ

(片側9分岐)
※1

(片側10分岐)
※1

(片側12分岐)
※1

交角総和 スパン長1/2+引込部延長 55ｍ＋25ｍ 65ｍ＋25ｍ 75ｍ＋25ｍ

光8心 ○

メタル0.4-200対 ○

メタル0.65-30対 ×

ｵｸｿﾄ2対 ×

同軸5C ×

メタル0.65-30対 ○

ｵｸｿﾄ2対 ○※2

同軸5C ○※2

メタル0.4-200対

メタル0.65-30対 ○

ｵｸｿﾄ2対 ○ ※2

同軸5C ○※2

１２０°

１３５°

１８０°

表-5 共用FA管φ150(現行規定)の通線検証結果 

(○通線可×通線不可 ハッチ部は検証せず)

※1：共用FA管φ150、φ100を組合せた時の分岐数

※2：「牽引ロープの影響検証」により「通線可」とする

特殊部間隔 ケーブル 110ｍ 130ｍ

種別 (片側9分岐)
※1

(片側10分岐)
※1

交角総和 スパン長1/2+引込部延長 55ｍ＋25ｍ 65ｍ＋25ｍ

メタル0.65-30対 ○

ｵｸｿﾄ2対 ○

同軸5C ○

メタル0.65-30対 ○

ｵｸｿﾄ2対 ○

同軸5C ○※2

１８０°

１３５°

表-6 共用FA管φ100(縮径)の通線検証結果 
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FA 管内に多条敷設されるため、理論上の結果とは異な

る可能性がある。そこで、ケーブル種別毎（光・メタ

ル・同軸のそれぞれ）に１種類の測定を行った。また、

メタルケーブルは、光ケーブル・同軸ケーブルと比べ、

比較的係数が大きいこともあり、0.4、0.65、屋外線

のそれぞれから１種類選定した。 

  表-3 より、共用 FA 管の検証実験に使用するケーブ

ルは、以下の５種類とした。 

① 光8心 

② メタル0.40-200対 

③ メタル0.65-30対 

④ オクソト2対 

⑤ 同軸5C 

なお、共用 FA 管の収容率 32％を再現するため、分

岐管に以下に示すケーブルを入線した。これらは収容

率32%以上の再現以外に選定の意図はない。 

① メタルケーブル 100対 

② 光ケーブル 100心 

③ 光ケーブル 40心 

④ 同軸ケーブル 5C 

 

 6. 通線検証実験の結果 

(1)  ボディ管の検証結果 

 ボディ管ケーブルの通線検証結果を表-4 に示す。ボ

ディ管ケーブル敷設時の外被損傷の確認（１回目）で

はいずれのケーブルにも損傷がなかった。また全ての

ケーブルが撤去できた。実証実験における張力測定結

果の例を図-7 に示す。ここで、検証された交角総和の

条件は、図-1 に示すθ1 とθ2 の和が 45°以内で構成

されるＳ字曲線の場合となる。 

   (2)  牽引ロープの影響の確認 

 共用 FA 管のケーブル通線の検証を行ったところ、

管径φ150、φ100 ともに、交角総和 135°/130m 及び

180°/110m において、共用FA管のオクソト2Pおよび

同軸 5C の計測結果の中で、許容張力を超える結果が

あった。 

 この許容張力を超えた結果は、ケーブルの収容率の

高い区間を通過する際の値であるが、他のケーブルに

比べ許容張力が非常に小さく、牽引ロープ自体の重さ

や太さ等が影響しているものと想定されたため、牽引

ロープ単独の張力測定を実施し、影響度の確認をした

(図-8)。図-8 をみると、オクソト 2P では、起点から

約 20ｍの区間で部分的に許容張力を超えているが、20

ｍ～終点区間は許容張力を下回り、終点付近では約

10N であり、牽引ロープの結果と相似傾向にある。ま

た同軸 5C でも起点から約 35ｍの区間で許容張力を超

表-3共用FA管ケーブル選定の優先順位計算結果 

優先順位

（種別毎）

200心 0.23 0.0518 3

100心 0.15 0.045 4

40心 0.1 0.0391 5

8心 0.06 0.054 1

4心 0.06 0.054 1

2心 0.02 0.0111 6

1心 0.02 0.0111 6

0.4-200対 0.9 0.3393 1

0.4-100対 0.51 0.2884 3

0.4-50対 0.33 0.297 2

0.4-30対 0.23 0.207 4

0.4-10対 0.11 0.1673 5

0.65-100対 1.1 0.622 2

0.65-50対 0.63 0.567 3

0.65-30対 0.43 0.6539 1

6対 0.1 0.1697 3

4対 0.075 0.2068 2

2対 0.04 0.2205 1

7C 0.07 0.1775 2

5C 0.07 0.3902 1

光
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ボディ管 交角総和135°/130m：ﾒﾀﾙ0.65-100P（3回目）

図-7 牽引張力測定結果の例

実験に当たって設定した許容張力

標準偏差3σ

標準偏差3σの最大値が設定した許容張力を

下回れば「通線可」とした

近似直線

ロードセルの測定値

(○通線可×通線不可 ハッチ部は検証せず)

表-4 ボディ管の通線検証結果 

特殊部間隔

交角総和

１２０° メタル0.65-100P ○

１３５° メタル0.65-100P ○ ×

光200心 ○

メタル0.65-100P ○ × ×

同軸5C ○

ケーブル種別 110ｍ 130ｍ 150ｍ

１８０°

えているが、35ｍ～終点区間は許容張力を下回り、終

点付近では約 20N であり、牽引ロープの結果と相似傾

向にある。ともに許容張力を超えた区間は測定開始か

ら約 20～30ｍ区間であり、牽引ロープ自体の張力が大

きいことから、牽引ロープの重量が大きく影響してい

ることを確認できる。ケーブルの各単位重量は同軸 5C

が 69g/m、オクソト 2P が 40g/m に対し牽引ロープは

60g/m で、牽引ロープ先端の金具部分を含め、ロープ

の経年変化等により重くなる等の要因を加味すれば、

同軸 5C が牽引ロープと同程度か、より軽いと判断で

きる。従って、同軸 5C を含む牽引ロープよりも軽い

ケーブルについては、ロープの影響を受けない敷設長

の最も大きい終点付近の牽引張力で通線の可否を判断

することとした。 

以上により、共用 FA 管φ150 及びφ100 において図

-8 に示すような測定結果のパターンを示したオクソト

2P および同軸 5C ケーブルは許容張力の範囲内と判断

し「通線可」とした。 

(3)  共用FA管φ150(現行規定)の検証結果 

 ボディ管の検証結果から３パターンに絞って検証し

た、共用 FA 管φ150(現行規定)の通線検証結果を表-5

に示す。ケーブル敷設時の外被損傷の確認（１回目）

ではいずれのケーブルにも損傷がなかった。また全て

のケーブルが撤去できた。  

 (4)  共用FA管φ100(縮径)の通線検証結果 

共用 FA 管φ150(現行規定)の検証結果から共用 FA 管

φ100(縮径)の検証項目を選定のうえ、検証した結果

を表-6 に示す。検証実験は共用 FA 管φ150(現行規定)

の検証実験で使用したケーブルを流用したため、敷設

時の外被損傷の確認は行わなかった。また、共用 FA

管φ100(縮径)の検証実験全てのパターンでケーブル

が撤去できた。  

 なお、共用 FA 管φ100(縮径)について、共用 FA 管

φ100 に分岐管(φ100×φ50)を取り付けるための開孔

治具を試作して分岐管取付の施工性を検証し、問題な

く施工できることを確認した(写真-1)。 

(5) 実験結果の総括 

 ボディ管と共用 FA 管φ150 及びφ100 の検証結果を

(○通線可×通線不可 ハッチ部は検証せず)

※1：共用FA管φ150、φ100を組合せた時の分岐数

※2：前項「牽引ロープの影響検証」により「通線可」とする

特殊部間隔 ケーブル種別 110ｍ 130ｍ 150ｍ

(片側9分岐)
※1

(片側10分岐)
※1

(片側12分岐)
※1

交角総和 スパン長1/2+引込部延長 55ｍ＋25ｍ 65ｍ＋25ｍ 75ｍ＋25ｍ

光8心 ○

メタル0.4-200対 ○

メタル0.65-30対 ×

ｵｸｿﾄ2対 ×

同軸5C ×

メタル0.65-30対 ○

ｵｸｿﾄ2対 ○※2

同軸5C ○※2

メタル0.4-200対

メタル0.65-30対 ○

ｵｸｿﾄ2対 ○ ※2

同軸5C ○※2

１２０°

１３５°

１８０°

表-5 共用FA管φ150(現行規定)の通線検証結果 

(○通線可×通線不可 ハッチ部は検証せず)

※1：共用FA管φ150、φ100を組合せた時の分岐数

※2：「牽引ロープの影響検証」により「通線可」とする

特殊部間隔 ケーブル 110ｍ 130ｍ

種別 (片側9分岐)
※1

(片側10分岐)
※1

交角総和 スパン長1/2+引込部延長 55ｍ＋25ｍ 65ｍ＋25ｍ

メタル0.65-30対 ○

ｵｸｿﾄ2対 ○

同軸5C ○

メタル0.65-30対 ○

ｵｸｿﾄ2対 ○

同軸5C ○※2

１８０°

１３５°

表-6 共用FA管φ100(縮径)の通線検証結果 
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全て反映した、特殊部間隔と交角総和の組合せを表-7

及び図-9に示す。 

 

7. おわりに 

 今回は大規模な新規開発を伴わない技術検討とし、

早期に実施可能な電線共同溝のコンパクト化を目指し

た。その結果、「東京都電線共同溝整備マニュアル」

に規定する共用 FA 方式の特殊部間隔延長と交角総和

の拡大、及び共用 FA 管のコンパクト化が可能である

ことが確認できた。 

 また、通線可能な特殊部の間隔と交角総和の組み合

わせについても確認できた。東京都の歩道では埋設物

が輻輳しているため、支障物回避を優先して交角総和

が大きい組み合わせを採用すべきと考えられるが、埋

設物の少ない歩道では特殊部間隔を優先する組み合わ

せの採用が可能である。 

ただし、錯誤や予期しない条件の変化による設計ミ

スあるいは事故を防止する観点から、マニュアルに規

定する組み合わせは一種類とすべきであると考える。 

 最後に、実験の受託者であるエヌ・ティ・ティ・イ

ンフラネット株式会社、実験場所の提供者である NTT

アクセスサービスシステム研究所はじめ NTT グループ

の尽力により成果を得られたことに謝意を表する。 
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写真-1 共用FA管φ100(縮径)の施工性検証状況 

特殊部間隔 70ｍ 110ｍ 130ｍ 150ｍ

交角総和 (片側6分岐)
※

(片側9分岐)
 ※

(片側10分岐)
※

(片側12分岐)
※

１２０° 現行 ○ ○ ×

１３５° ○ ○ ○ ×

１８０° ○ ○ × ×

表-7 通線可能な特殊部間隔と交角総和の組合せ 

(○通線可×通線不可)

※：共用FA管φ150、φ100を組合せた時の分岐数

図-9 交角総和の条件 

(条件) 
θ1＋θ2＝４５°以内 
 で構成されるＳ字曲線 

BoxBox 

θ１ θ８θ４ θ５ 

θ２ θ３ θ７θ６

45°以内45°以内

径間延長 
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8. 境川における高水流量観測結果 

 

Flood Flux Observation Results of Sakai River in 2009-2014 
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1. はじめに 

東京都では中小河川の河道整備や調節池等の整備

により水害対策の強化を進めている。また、水辺の

環境づくりや水量・水質の改善による河川環境整備

も進めている。こうした河川整備に際して、あるい

は整備の効果を評価する場合、現況の水理特性や流

出特性等の検討が必要となる。 

東京都土木技術支援・人材育成センターでは、こ

うした検討に資する基礎的データを得ることを目的

として流量観測を行っている。流量観測には河川増

水時を対象とする高水流量観測と増水していない時

を対象とする低水流量観測があり、高水流量観測は

主に治水安全度に関わる検討において、低水流量観

測は河川環境に関わる検討における基礎資料となる。 

東京都水防災総合情報システム（以下、システム）

は東京都および区が管理する水位観測所（以下、テ

レメータ）の水位情報を1分間隔で取り込んでおり1)、

流量観測は主にテレメータ付近で行っている。この

ことによりテレメータの水位データの特性を確認す

るとともに、水位と流量の関係をもとに流量を推定

する等、蓄積した水位データの活用を図ることが可

能になる。本報は、境川において実施した高水流量

観測について報告する。 

 

2. 高水流量観測の概要 

境川は、その源を神奈川県の城山湖付近に発し、

東京都と神奈川県の都県界を南に流下して相模湾に

注ぐ、流路延長約52km、流域面積約211km2の二級河

川である。鶴瀬橋上流管理境から根岸橋までの東京

都管理区間では、下流の神奈川県管理区間の整備状

況にあわせ整備済み区間についても計画河床まで掘

り下げず、下流への流下量を抑制している2)。 

図－１に流量観測の対象とした2つの水位観測所

（境橋、鶴間）の位置を示す。境橋の所在地は町田

市原町田1-29、鶴間の所在地は町田市鶴間1-1である。

境橋の高水流量観測は平成21～22年、平成24～26年

に行っており、鶴間の高水流量観測は平成24～26年

に行っている。観測は浮子または流速計を用いて行っ

ている。浮子による観測では助走区間を除いて20m

以上の直線距離を確保するようにした。 

観測した最大流量は、境橋が138.1m3/s、鶴間が21

1.3m3/sであり、テレメータ水位の最大値は、境橋が

A.P.76.81m、鶴間がA.P.65.45mである。 

流量観測においては観測断面および観測所断面に

おいて横断測量を行っている。図－２に2地点の横断 

 

 

図－１ 対象箇所 




